
  （ 単位：百万円 ）

金　　　　額 金　　　　額

775,881 2,879,792 

現 金 39,636 当 座 預 金 89,225 

預 け 金 736,245 普 通 預 金 1,849,569 

35,000 貯 蓄 預 金 41,443 

2,643 通 知 預 金 7,419 

2,000 定 期 預 金 819,815 

667,179 そ の 他 の 預 金 72,318 

国 債 88,073 179,862 

地 方 債 352,064 13,438 

社 債 78,091 2,609 

株 式 16,464 396,300 

そ の 他 の 証 券 132,485 借 入 金 396,300 

2,047,474 38 

割 引 手 形 1,748 未 払 外 国 為 替 38 

手 形 貸 付 28,124 17,727 

証 書 貸 付 1,868,506 未 払 法 人 税 等 204 

当 座 貸 越 149,095 未 払 費 用 297 

8,176 前 受 収 益 701 

外 国 他 店 預 け 8,176 金 融 派 生 商 品 26 

27,566 金融商品等受入担保金 1,555 

前 払 費 用 4 リ ー ス 債 務 422 

未 収 収 益 2,085 そ の 他 の 負 債 14,519 

金 融 派 生 商 品 1,487 486 

そ の 他 の 資 産 23,989 15 

18,664 195 

建 物 6,443 182 

土 地 9,339 1,398 

リ ー ス 資 産 422 13,036 

建 設 仮 勘 定 80 3,505,081 

その他の有形固定資産 2,377 

1,756 19,562 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,378 12,916 

その他の無形固定資産 377 資 本 準 備 金 12,916 

4,759 68,089 

4,985 利 益 準 備 金 6,646 

13,036 そ の 他 利 益 剰 余 金 61,443 

△ 6,511 別 途 積 立 金 56,500 

△ 22 繰 越 利 益 剰 余 金 4,943 

100,568 

△ 6,368 

1,029 

2,278 

△ 3,060 

97,508 

3,602,589 3,602,589 

貸借対照表（２０２３年３月３１日現在）

金 銭 の 信 託

コ ー ル ロ ー ン

現 金 預 け 金

２０２３年６月２９日
青 森 県 青 森 市 橋 本 一 丁 目 ９ 番 ３ ０ 号
株 式 会 社 青 森 銀 行
取 締 役 頭 取 石 川 啓 太 郎

第１１５期　決算公告

役 員 賞 与 引 当 金

株 式 給 付 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

債券貸借取引受入担保金

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 剰 余 金

借 用 金

そ の 他 負 債

睡眠預金払戻損失引当金

前 払 年 金 費 用

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

外 国 為 替

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

無 形 固 定 資 産

外 国 為 替貸 出 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

科　　　　　　目

預 金

有 形 固 定 資 産

科　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）

コ ー ル マ ネ ー

（ 負 債 の 部 ）

有 価 証 券

譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権

土 地 再 評 価 差 額 金

負債及び純資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

賞 与 引 当 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

再評価に係る繰延税金負債

繰 延 税 金 資 産



（単位：百万円）

37,994

25,038

15,635

8,778

△ 8

630

2

7,078

970

6,108

3,510

72

6

3,401

30

2,367

2,225

8

134

30,920

955

83

20

443

84

272

51

3,336

143

3,192

5,651

5,515

83

30

22

20,434

543

135

73

196

138

7,074

10

10

1,031

125

906

6,053

860

39

899

5,153

金利スワップ支払利息

株 式 等 償 却

営 業 経 費

そ の 他 の 支 払 利 息

特 別 利 益

そ の 他 の 業 務 費 用

金                   額

そ の 他 の 経 常 費 用

コ ー ル マ ネ ー 利 息

科　          目

金 銭 の 信 託 運 用 益

そ の 他 の 経 常 収 益

そ の 他 の 役 務 費 用

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

経 常 費 用

国 債 等 債 券 償 却

支 払 為 替 手 数 料

商 品 有 価 証 券 売 買 益

そ の 他 経 常 収 益

国 債 等 債 券 売 却 益

株 式 等 売 却 益

国 債 等 債 券 償 還 益

　　　 損益計算書

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

受 入 為 替 手 数 料

外 国 為 替 売 買 益

預 け 金 利 息

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 の 役 務 収 益

減 損 損 失

固 定 資 産 処 分 損

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他 経 常 費 用

株 式 等 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

経 常 利 益

債券貸借取引支払利息

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

２０２２年４月 １日から
２０２３年３月３１日まで



個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会

社及び子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却

原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格の無い株式等については移動平均法による原価法に

より行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券の評価は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法により償却しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50年 

その他  ３年～32年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行

内における利用可能期間（２年～５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース

資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としており

ます。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

  破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下

のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額（以下「非保全額」という。）

のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。具体的には、 

① 非保全額が一定以上の大口債務者については、債務者の状況を総合的に判断してキャッシュ・フ

ローによる回収額を見積り、非保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残額を貸倒引当金と

する方法（キャッシュ・フロー控除法）により計上しております。 

② 上記以外の債務者の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率等から算出した予想損

失率を非保全額に乗じた額を貸倒引当金として計上しております。 



上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後 3年間の予想損失額を見込

んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一

定期間における平均値に基づき損失率を求めて算定しております。 

  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定を行い、資産査定部署が

二次査定を行っております。また当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

  なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減

額しており、その金額は 4,156 百万円であります。 

(2) 投資損失引当金 

 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して 

必要と認められる額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

   賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(4) 役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 (5) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付

見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法

により損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）によ 

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

(6) 株式給付引当金 

株式給付引当金は、株式交付規程に基づく取締役等への株式会社プロクレアホールディングス普通

株式の交付等に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき必要と認められる額を計上しております。 

(7) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

７．重要な収益及び費用の計上基準 

   顧客との取引に係る収益の計上基準 

    顧客との契約から生じる収益の計上時期は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点としております。また顧客との契約から生じる収益の計上額は、財又はサービスと交換に受け取

ると見込まれる金額で算出しております。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24号

2022 年３月 17 日。以下「業種別委員会実務指針第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象と

なる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピング

のうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対

象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における

外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実

務指針第 25 号 2020 年 10 月８日。以下「業種別委員会実務指針第 25 号」という。）に規定する繰延



ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ

スクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象

である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す

ることによりヘッジの有効性を評価しております。 

９．消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

10．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

投資信託の解約に伴う損益 

  投資信託の解約に伴う損益については、銘柄毎に、投資信託解約益については「資金運用収益」の

「有価証券利息配当金」に、一方、投資信託解約損については「その他業務費用」に純額で計上して

おります。 

 

会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

  「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適

用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類への影響はありません。 

 

重要な会計上の見積り 

 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下の通りとなっております。また、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の経済への影響については、翌事業年度以降は行動制限の緩和等により、当事業年

度と比較して軽減されるものと仮定しております。 

 

貸倒引当金 

１．当事業年度に係る計算書類に計上した額 

  貸倒引当金  6,511 百万円   

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

(1) 算出方法 

     貸倒引当金の算出方法は「重要な会計方針」「６．引当金の計上基準」に記載しております。 

  (2) 主要な仮定 

    主要な仮定は、「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見通し（新型コロナウイルス感染症

や物価高・資源高等の影響を含む）」であります。「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見

通し」は、各債務者の収益獲得能力や財務内容、経営改善計画等を個別に評価し設定しております。 

(3) 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

債務者区分は現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して決定しておりま

す。当該仮定には不確実性があり、新型コロナウイルス感染症等の状況やその経済への影響から個

別貸出先の業績の変化等により、翌事業年度の損失額が増減する可能性があります。 

 

追加情報 

１．「重要な会計上の見積り」以外の会計上の見積りの判断が、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす項

目については、以下の通りとなっております。 

繰延税金資産 

現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して将来の課税所得を算出しており

ます。翌事業年度以降については、毎期安定した課税所得を見込んでおりますが、新型コロナウイル

ス感染症等の状況やその経済への影響が変化した場合には、課税所得の増減により税金費用について

も増減する可能性があります。 

 

２．業績連動型株式報酬制度 

当行は取締役等の報酬と当行の親会社である株式会社プロクレアホールディングス（以下、「当行



親会社」という。）の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が中長期的な業績向

上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制

度」という。）を導入しております。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として、当行親会社の普通株式が信託を通じて取得され、取

締役等に対して、役位および業績目標の達成度等に応じて当行親会社の普通株式等が信託を通じて交

付等される制度であります。 

３. グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用 

当行は、当事業年度からグループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人

税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日。以下、「実務対応報告第 42 号」

という。）に従っております。また、実務対応報告第 42 号第 32 項(1)に基づき、実務対応報告第 42

号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１. 関係会社の株式総額   4,163 百万円 

２. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に

6,056 百万円含まれております。 

３. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。 

なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部

について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３

項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承

諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその

有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額      4,723 百万円 

危険債権額                   19,837 百万円 

三月以上延滞債権額                    2 百万円 

貸出条件緩和債権額               3,956 百万円 

合計額                     28,519 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金 

で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

４．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより

受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、1,748 百万円であります。 

５．担保に供している資産は次のとおりであります。 

  担保に供している資産 

     有価証券          388,796 百万円 

   貸出金            56,387 百万円 

  担保資産に対応する債務 

     預金                7,535 百万円 

   債券貸借取引受入担保金     2,609 百万円 



   借用金           396,300 百万円 

   上記のほか、為替決済等の取引の担保としてその他の資産 20,000 百万円を計上しております。 

    また、その他の資産には、保証金 21百万円が含まれております。 

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は 431,034 百万円であります。このう

ち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 421,492 百万円あります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、

契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

７．土地の再評価に関する法律（1998 年３月 31日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しており

ます。 

  再評価を行った年月日 2001 年３月 31日 

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定める

地価税法（1991 年法律第 69号）第 16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

格を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補

正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事

業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  5,241 百万円 

８．有形固定資産の減価償却累計額       27,208 百万円 

９．有形固定資産の圧縮記帳額           1,087 百万円 

10.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する

当行の保証債務の額は 23,021 百万円であります。 

11．関係会社に対する金銭債権総額    19,383 百万円 

12．関係会社に対する金銭債務総額    13,091 百万円 

13．銀行法施行規則第 19条の 2第 1項第 3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、 

9.43％であります。 

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額           73百万円 

役務取引等に係る収益総額             48百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額   74百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額           0百万円 

役務取引等に係る費用総額          415百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額  587百万円 

２．当行は、減損損失の算定にあたり、営業用店舗については営業店単位（連携して営業を行っている

営業店グループは当該グループ単位）を基礎とする管理会計上の区分で、その他遊休施設等について

は、各々独立した単位でグルーピングを行っております。また、本部、事務センター、青森県内の社

宅・寮、厚生施設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産と

しております。 



その結果、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落により、投資

額の回収が見込めなくなった資産について、以下のとおり減損損失を計上しております。 

地域 主な用途 種類 減損損失 

青森県内 
営業店舗等 土地建物25か所 854百万円 

遊休資産 土地建物４か所 16百万円 

青森県外 営業店舗等 土地建物４か所 35百万円 

合計 906百万円 
(うち建物 337百万円)
(うち土地 569百万円)

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評価基準」

（国土交通省 2002 年７月３日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を控除して算定して

おります。 

上記のうち営業店舗等は、主に 2025 年 1 月（予定）の株式会社みちのく銀行との合併後に実施予

定の店舗統合（移転）の決定等により投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」が含まれております。 

 

１．売買目的有価証券（2023 年３月 31日現在） 

 当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ― 

  

２．満期保有目的の債券（2023 年３月 31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上

額（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

時価が貸借対 

照表計上額を 

超えるもの 

地方債 31,900 31,903 3 

社債 20,151 20,365 213 

その他 4,565 4,577 12 

小計 56,617 56,846 229 

時価が貸借対 

照表計上額を 

超えないもの 

地方債 170,889 170,095 △794 

社債 7,833 7,763 △70 

その他 13,960 13,656 △304 

小計 192,684 191,515 △1,168 

合計 249,301 248,362 △939 

 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2023 年３月 31日現在） 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

子会社・子法人等株式 ― ― ― 

関連法人等株式 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額

（百万円） 

子会社・子法人等株式 4,163 

関連法人等株式 ― 

合計 4,163 

  



４．その他有価証券（2023 年３月 31 日現在） 

 
種類 

貸借対照表計 

上額(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

貸借対照表計 

上額が取得原 

価を超えるも 

の 

株式 9,148 4,449 4,699 

債券 75,926 75,177 748 

 国債 32,164 32,016 148 

 地方債 23,859 23,379 480 

 社債 19,901 19,782 119 

その他 20,093 19,772 320 

 外国証券 3,779 3,773 5 

 その他 16,314 15,998 315 

小計 105,168 99,398 5,769 

貸借対照表計 

上額が取得原 

価を超えない 

もの 

株式 1,487 1,636 △148 

債券 211,528 217,997 △6,469 

 国債 55,908 58,549 △2,641 

 地方債 125,415 128,851 △3,435 

 社債 30,203 30,596 △393 

その他 92,332 100,787 △8,455 

 外国証券 14,792 14,977 △184 

 その他 77,539 85,810 △8,270 

小計 305,347 320,421 △15,073 

合計 410,516 419,820 △9,304 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 1,665 

非上場外国株式 0 

組合出資金 1,429 

その他 103 

合計 3,198 

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

31号 2021 年６月 17日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2022 年４月１日 至 2023 年３月 31日） 

該当ありません。 

 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2022 年４月１日 至 2023 年３月 31 日） 

 売却額（百万円） 
売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 3,596 1,764 6 

債券 95,498 3,122 3,228 

国債 92,706 3,122 3,069 

 地方債 2,792 － 158 

その他 75,218 739 2,353 

外国証券 56,916 171 1,948 

その他 18,302 567 404 

合計 174,313 5,626 5,588 

 



７. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると

認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事

業年度の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。 

当事業年度における減損処理額は、215百万円（うち株式185百万円、債券30百万円）であります。 

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合、時

価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落したものから時価の回復する見込みがあると認められる

ものを除いた場合、また債券については発行会社の財政状態等も勘案したうえで、減損処理を実施し

ております。 

 

（金銭の信託関係） 

  運用目的の金銭の信託（2023 年３月 31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 2,000 ― 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金                                2,380 百万円 

退職給付引当金                               176 

減価償却限度超過額                      490 

有価証券償却                                 237 

賞与引当金                                  146 

その他有価証券評価差額金             2,837 

その他                          960 

繰延税金資産小計                      7,230 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額   △ 1,794 

評価性引当額小計                    △ 1,794 

繰延税金資産合計                     5,435 

 

繰延税金負債 

繰延ヘッジ損益                       △ 449 

繰延税金負債合計                   △ 449 

繰延税金資産の純額                    4,985 百万円 

(注）当行は、当事業年度からグループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法

人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「実務対応報告第42号」に従っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

２. 子会社、子法人等及び関連会社等 

属性 名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の 
内容 

議決
権の 
所有
割合 
(％) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

役員の 
兼任等 
(人) 

事業上 
の関係 

子会
社 

あおぎん
信用保証
株式会社 

青森県 
青森市 

30 
住宅ロー
ンの信用
保証業務 

100 0 
住宅ロー
ンの債務
保証 

被債務
保証 

373,982 

  （注）あおぎん信用保証㈱との取引については、すべて通常の取引であり、一般の取引条件と同様

であります。 

３. 兄弟会社等  

該当事項はありません。 

４. 役員及び個人主要株主等  

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額                4,784 円 05 銭 

 １株当たりの当期純利益金額              252 円 83 銭 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



（単位：百万円）

金　　　　額 金　　　　額

776,016 2,872,381

35,000 176,762

2,643 13,438

2,000 2,609

663,073 402,919

2,030,099 38

8,176 25,075

15,938 511

42,540 25

19,360 115

建 物 6,663 4

土 地 9,553 195

建 設 仮 勘 定 80 182

その他の有形固定資産 3,063 1,398

1,854 13,036

ソ フ ト ウ ェ ア 1,381 3,508,693

その他の無形固定資産 473

4,586 19,562

5,427 12,916

13,036 74,017

△ 7,704 106,496

△ 22 △ 6,350

1,029

2,278

△ 120

△ 3,163

103,333

第１１５期　決算公告
２０２３年６月２９日

 連結貸借対照表（２０２３年３月３１日現在）

資 産 の 部 合 計 3,612,026

賞 与 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

役 員 賞 与 引 当 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

再評価に係る繰延税金負債

貸 出 金

無 形 固 定 資 産

借 用 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

その他有価証券評価差額金

そ の 他 負 債

株 式 給 付 引 当 金

株 主 資 本 合 計

有 形 固 定 資 産

外 国 為 替

（ 負 債 の 部 ）

譲 渡 性 預 金

利 益 剰 余 金

投 資 損 失 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

（ 資 産 の 部 ）

預 金

有 価 証 券

土 地 再 評 価 差 額 金

負債及び純資産の部合計

コールマネー及び売渡手形

科　　　　　　目

（ 純 資 産 の 部 ）

支 払 承 諾

科　　　　　　目

リース債権及びリース投資資産

睡眠預金払戻損失引当金

ｺｰ ﾙ ﾛ ｰ ﾝ及び買入手形

金 銭 の 信 託

買 入 金 銭 債 権

純 資 産 の 部 合 計

3,612,026

債券貸借取引受入担保金

退 職 給 付 に 係る 資産

繰 延 税 金 資 産

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

資 本 金

負 債 の 部 合 計

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

青森県青森市橋本一丁目９番３０号
株 式 会 社 青 森 銀 行
取 締 役 頭 取 石 川 啓 太 郎



　連結損益計算書

（単位：百万円）

45,785

21,641

15,580

5,436

△ 8

630

2

7,877

3,510

12,756

0

12,756

40,643

982

83

20

443

84

27

323

3,056

5,651

21,011

9,940

162

9,778

5,142

10

10

1,031

125

906

4,121

1,214

50

1,265

2,856

2,856

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

経 常 利 益

減 損 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

そ の 他 経 常 費 用

　　　

そ の 他 の 受 入 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

科          目

コールローン利息及び買入手形利息

預 け 金 利 息

金                   額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 経 常 収 益

償 却 債 権 取 立 益

役 務 取 引 等 収 益

貸 出 金 利 息

借 用 金 利 息

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

コールマネー利息及び売渡手形利息

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 損

固 定 資 産 処 分 益

２０２２年４月 １日から
２０２３年３月３１日まで



連結注記表 
 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

子会社、子法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。 

 

連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等    ５社 

青銀甲田株式会社 

あおぎんカードサービス株式会社 

あおぎんリース株式会社 

あおぎん信用保証株式会社 

あおもり創生パートナーズ株式会社 

② 非連結の子会社及び子法人等 

該当事項はありません。 

 

(2) 持分法の適用に関する事項 

   ① 持分法適用の子会社及び子法人等 

該当事項はありません。 

② 持分法適用の関連法人等 

該当事項はありません。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

  該当事項はありません。 

④ 持分法非適用の関連法人等   １社 

プロクレアＨＤ地域共創ファンド投資事業有限責任組合 

持分法非適用の関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）

及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財

務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除外しております。 

 

会計方針に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、そ 

の他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式

等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券の評価は、時価法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定額法により償却しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50 年 

その他  ３年～32 年 

連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法に

より償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行並びに連結される子会社で定める利用可能期間（２年～５年）に基づいて償却しております。 



③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間

を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

    破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係

る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、

以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額（以下「非保全額」という。）のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を

計上しております。具体的には、 

① 非保全額が一定以上の大口債務者については、債務者の状況を総合的に判断してキャッシュ・

フローによる回収額を見積り、非保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残額を貸倒引当

金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）により計上しております。 

② 上記以外の債務者の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率等から算出した予想

損失率を非保全額に乗じた額を貸倒引当金として計上しております。 

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後 3年間の予想損失額を見

込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去

の一定期間における平均値に基づき損失率を求めて算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定を行い、資産査定部署

が二次査定を行っております。また当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており

ます。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は 4,156 百万円であります。 

    連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認

めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

それぞれ計上しております。 

 (6) 投資損失引当金 

   投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案し

て必要と認められる額を計上しております。 

 (7) 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(8) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、

当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 
(9) 役員退職慰労引当金の計上基準 

    連結される子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に

対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計

上しております。 

(10) 株式給付引当金の計上基準 

株式給付引当金は、株式交付規程に基づく取締役等への株式会社プロクレアホールディングス普

通株式の交付等に備えるため、株式給付債務の見込額に基づき必要と認められる額を計上しており

ます。 
(11) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

(12) 退職給付に係る会計処理の方法 



退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処

理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  :その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額

法により損益処理 

数理計算上の差異: 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益

処理 

なお、連結される子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当 

  期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(13) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算し

ております。 

(14) 重要な収益及び費用の計上基準 

   ① ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準 

    リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

   ② 顧客との取引に係る収益の計上基準 

    顧客との契約から生じる収益の計上時期は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点としております。また顧客との契約から生じる収益の計上額は、財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で算出しております。 

(15) 重要なヘッジ会計の方法 

① 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務

指針第 24 号 2022 年３月 17 日。以下「業種別委員会実務指針第 24 号」という。）に規定する繰延

ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについ

て、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期

間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジ

については、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をして

おります。 

なお、上記のうち、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である有価証券の相場変

動を相殺し、ヘッジ会計として繰延ヘッジを適用しているヘッジ取引について「LIBOR を参照する

金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第 40 号 2022 年３月 17 日）を適用してお

ります。 

② 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別委員会実務指針第 25 号 2020 年 10 月８日。以下「業種別委員会実務指針第 25 号」という。）に

規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務

等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手

段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存

在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

(16) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

投資信託の解約に伴う損益 

   投資信託の解約に伴う損益については、銘柄毎に、投資信託解約益については「資金運用収益」

の「有価証券利息配当金」に、一方、投資信託解約損については「その他業務費用」に純額で計上

しております。 

 

 

 

 



会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

  「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日。

以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基

準適用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる連結財務諸表への影響はあり

ません。 

 

重要な会計上の見積り 

 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下の通りとなっております。

また、新型コロナウイルス感染症拡大の経済への影響については、翌連結会計年度以降は行動制限の緩

和等により、当連結会計年度と比較して軽減されるものと仮定しております。 

 

貸倒引当金 

１．当連結会計年度に係る連結財務諸表に計上した額 

  貸倒引当金  7,704 百万円   

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

(1) 算出方法 

     貸倒引当金の算出方法は「会計方針に関する事項」「（5）貸倒引当金の計上基準」に記載してお

ります。 

  (2) 主要な仮定 

    主要な仮定は、「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見通し（新型コロナウイルス感染

症や物価高・資源高等の影響を含む）」であります。「債務者区分判定における貸出先の将来の業績

見通し」は、各債務者の収益獲得能力や財務内容、経営改善計画等を個別に評価し設定しておりま

す。 

(3) 翌連結会計年度に係る連結計算種類に及ぼす影響 

債務者区分は現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して決定しておりま

す。当該仮定には不確実性があり、新型コロナウイルス感染症等の状況やその経済への影響から個

別貸出先の業績の変化等により、翌連結会計年度の損失額が増減する可能性があります。 

 

追加情報 

１．「重要な会計上の見積り」以外の会計上の見積りの判断が、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

項目については、以下の通りとなっております。 

繰延税金資産 

現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して将来の課税所得を算出しており

ます。翌連結会計年度以降については、毎期安定した課税所得を見込んでおりますが、新型コロナウ

イルス感染症等の状況やその経済への影響が変化した場合には、課税所得の増減により税金費用につ

いても増減する可能性があります。 

 

２．業績連動型株式報酬制度 

当行は取締役等の報酬と当行の親会社である株式会社プロクレアホールディングス（以下、「当行

親会社」という。）の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が当行の中長期的な

業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、

「本制度」という。）を導入しております。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行親会社の普通株式が信託を通じて取得され、取締

役等に対して、役位および業績目標の達成度等に応じて当行親会社の普通株式等が信託を通じて交付

等される制度であります。 

 

３．グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用） 

当行及び連結子会社は、当連結会計年度からグループ通算制度を適用しております。これに伴い、



法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用

する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日。以下、「実

務対応報告第 42 号」という。）に従っております。また、実務対応報告第 42号第 32 項(1)に基づき、

実務対応報告第 42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債

に 6,056 百万円含まれております。 

２. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりで あります。 

なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（ 金融商品取引法第２

条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに

支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合

のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額         5,284 百万円 

危険債権額                      19,837 百万円 

三月以上延滞債権額                        2 百万円 

貸出条件緩和債権額                  3,967 百万円 

合計額                        29,092 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金 

で破産更生債権及びこれらに準ずる債権 並びに危険債権 に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は、1,748 百万円であります。 

４．担保に供している資産は次のとおりであります。 

  担保に供している資産 

     有価証券           388,796 百万円 

   貸出金             56,387 百万円 

担保資産に対応する債務 

     預金                 7,535 百万円 

   債券貸借取引受入担保金      2,609 百万円 

    借用金                      396,300 百万円 

   上記のほか、為替決済等の取引の担保としてその他資産 20,000 百万円を計上しております。 

    また、その他資産には、保証金 60百万円が含まれております。 

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は 434,935 百万円であります。このう

ち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが425,393百万円あります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、

当行並びに連結される子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること



ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の

担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把

握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

６．土地の再評価に関する法律（1998 年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、当行の事業用の土地の

再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して

おります。 

  再評価を行った年月日 2001 年３月 31日 

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定める

地価税法（1991 年法律第 69 号）第 16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

格を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に基づいて、奥行価格補

正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  5,241 百万円 

７．有形固定資産の減価償却累計額       27,941 百万円 

８．有形固定資産の圧縮記帳額           1,348 百万円 

９. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は 23,021 百万円であります。 

10.銀行法施行規則第17号の5第1項第3号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は、9.93％であり

ます。 

 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益2,225百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、株式等売却損73百万円及び株式等償却196百万円を含んでおります。  

３．当行は、減損損失の算定にあたり、営業用店舗については営業店単位（連携して営業を行っている

営業店グループは当該グループ単位）を基礎とする管理会計上の区分で、その他遊休施設等について

は、各々独立した単位でグルーピングを行っております。また、本部、事務センター、青森県内の社

宅・寮、厚生施設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産と

しております。 

  連結子会社については、各社毎にグルーピングしております。 

その結果、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落により、投資 

額の回収が見込めなくなった資産について、以下のとおり減損損失を計上しております。 

地域 主な用途 種類 減損損失 

青森県内 
営業店舗等 土地建物25か所 854百万円 

遊休資産 土地建物４か所 16百万円 

青森県外 営業店舗等 土地建物４か所 35百万円 

合計  906百万円 
(うち建物  337百万円)
(うち土地  569百万円)

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定評価基準」

（国土交通省2002年７月３日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を控除して算定してお

ります。 

上記のうち営業店舗等は、主に2025年1月（予定）の株式会社みちのく銀行との合併後に実施予定

の店舗統合（移転）の決定等により投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

４．包括利益 △8,526百万円 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 



当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務などの金融サービスを

提供しております。 

当行では、個人・法人向けの貸出債権、投資有価証券などの金融資産を保有する一方、預金やコ

ールマネー等資金調達のため、金融負債を有しております。 

このように主として金利の変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、当行では、資産

及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行い、その一環としてデリバティブ取引を行っております。 

また、為替変動リスクを有する外貨建債券などの外貨建資産や、外貨預金などの外貨建負債の為

替変動リスク回避のためのデリバティブ取引を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧

客の契約不履行によってもたらされる信用リスクや、金利の変動リスクに晒されております。当期

の連結決算日現在における貸出金のうち、大半は青森県内向けのものであり、青森県の経済環境等

の状況変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。 

また、投資有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、売買目的、満期保有目的、その他有

価証券で保有しております。これらは、発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変

動リスクに晒されております。また、外貨建金融商品は、為替の変動リスクにも晒されております。 

預金や短期金融市場からの資金調達等の負債は、資産との金利または期間のミスマッチによる金

利の変動リスクを有しております。また、予期せぬ資金の流出等により資金繰りがつかなくなる場

合や、通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被る資金繰りリ

スクを有しているほか、短期金融市場からの資金調達等については、市場全体の信用収縮等の混乱

により、必要な資金が調達できなくなったり、当行の信用力によっては通常よりも著しく不利な価

格での取引を余儀なくされることにより損失を被る市場流動性リスクを有しております。 

当行が行っているデリバティブ取引には、当行が保有する資産に関わるリスクのヘッジ目的の金

利スワップ取引、外国為替予約取引や、顧客のニーズに応えるため取引先と行う外国為替予約取引、

収益確保や短期的な売買差益を獲得する目的の債券先物取引があります。 

当行では、デリバティブ取引について、ヘッジ会計を適用しております。金利スワップ取引をヘ

ッジ手段とし、有価証券をヘッジ対象とする金利変動リスクに対するヘッジについては、ヘッジ対

象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有

効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えております。 

また、為替変動リスクに対するヘッジについては、為替予約取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象

である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認するこ

とによりヘッジの有効性を評価しております。 

当行が利用しているデリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスクを内包しております。市場

リスクとは金利、有価証券などの価格、為替等、市場のリスクファクターの変動により保有するポ

ジションの価値が変動し損失を被るリスクであり、信用リスクとは相手方の債務不履行等により保

有しているポジションの価値が減少・消失し、損失を被るリスクであります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行は、クレジットポリシー及び信用リスク管理規程等に従い、貸出金について、個別案件ご

との与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応な

ど与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営業店のほか審査

部により行われ、また必要に応じて経営会議や取締役会を開催し、審議・報告を行っております。

さらに自己査定の状況については、監査部が監査をしております。 

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関して

は、格付や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。 

② 市場リスクの管理 

当行は、金利リスク、価格変動リスク等の市場リスクについて、リスク量を適切に把握し、経

営体力の範囲内にコントロールするとともに、リスクの配分によって適切な収益の確保を目指す

ため、ＡＬＭ運営の一環として管理しております。市場リスク管理規程等において、リスク管理

方法や手続き等の詳細を明記しており、リスク統括部において金融資産及び負債の金利の期間を

総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）等の手

法を用いてモニタリングを行っております。また月次でＡＬＭ・収益管理委員会において、実施

状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行い、その結果を経営会議に報告し、必要に応じて取



締役会に報告しております。 

当行では、為替の変動リスクに関して、持高の実質ネットポジション管理をしております。 

有価証券投資に係る価格変動リスクについては、市場リスク管理規程に基づき、一定の保有期

間と信頼区間に基づくＶａＲを計測し、そのリスク量が自己資本の一定額に収まっているかを把

握し管理しております。これらの情報はリスク統括部を通じて、経営者に対し報告しております。 

「有価証券」「貸出金」「預金」に係るＶａＲの算定に当たっては、分散共分散法（保有期間３

ヶ月、信頼区間 99％、観測期間１年）を採用しており、2023 年 3 月 31 日（当連結会計年度の決

算日）現在における当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で 26,778 百万円であります。 

なお、当行では保有期間１日ＶａＲについて、モデルが算出するＶａＲと現在価値の変動とを

比較するバックテスティングを実施しております。当連結会計年度に関してバックテスティング

を 250 回実施した結果、超過回数は 4回となっております。 

ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク

量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉

できない場合があります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行では、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによっ

て、流動性リスクを管理しております。 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によ

った場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2023 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、重要性が乏しいと判断されるもの、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含

めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金及び債券貸借取引受入担保金は短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対 

照表計上額 
時  価 差  額 

(1) 有価証券(*1)    

満期保有目的の債券 

その他有価証券  

249,279   

 410,569 

248,362 

410,569 

△916 

 － 

(2) 貸出金  2,030,099   

貸倒引当金(*1)    △6,915   

 2,023,184 2,019,545 △3,638 

資産計 2,683,032 2,678,477 △4,555 

(1) 預金 2,872,381 2,872,382 1 

(2) 譲渡性預金 176,762 176,762 － 

(3) 借用金 402,919 402,919 － 

負債計 3,452,062 3,452,064 1 

デリバティブ取引(*2)    

ヘッジ会計が適用されていないもの  (17) (17) － 

ヘッジ会計が適用されているもの

(*3) 

 1,478 1,478 － 

デリバティブ取引計 1,460 1,460 － 

(*1)  貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、有価証券に

対する投資損失引当金については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額してお

ります。 

 (*2)  その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（  ）で表示しております。 

 (*3) ヘッジ対象である有価証券の相場変動の相殺のためにヘッジ手段として指定した金利スワッ



プであり、繰延ヘッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBOR を参照する金

融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応指針第 40 号 2022 年３月 17 日）を適用してお

ります。 

 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品

の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式(*1) (*2) 1,669 

非上場外国株式 (*1) 0 

組合出資金(*3) 1,429 

その他 103 

合計 3,202 

(*1) 市場価格のない株式等については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計
基準適用指針第 19 号 2020 年３月 31 日）第 5 項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ
ん。 

(*2) 当連結会計年度において、非上場株式について 10百万円減損処理を行っております。 
(*3) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 31号 2021 年６月 17日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しています。 

  レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時

価 

  レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価 

  レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

 

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券（その他有価証券）(*1)     

 うち国債 88,073  － － 88,073 

地方債 －   149,275  － 149,275 

   社債  －  50,105 － 50,105 

   株式 10,689  － － 10,689 

外国証券 9,710 8,861 － 18,571 

投資信託 11,252 82,601 － 93,853 

デリバティブ取引     

金利関連 － 1,478 － 1,478 

通貨関連 － 8 － 8 

資産計 119,726 292,329 － 412,056 

デリバティブ取引     

金利関連 － － － － 

通貨関連 － 26 － 26 

負債計 － 26 － 26 

 



（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券（満期保有目的の債券）     

 うち国債 －  － － － 

地方債 －   201,998  － 201,998 

   社債  －  4,986 23,143 28,129 

   その他 －  － 18,234 18,234 

貸出金 － － 2,019,545 2,019,545 

資産計 －  206,985 2,060,922 2,267,908 

預金 － 2,872,382 － 2,872,382 

譲渡性預金 － 176,762 － 176,762 

借用金 － 402,919 － 402,919 

負債計 － 3,452,064 － 3,452,064 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

資  産 

有価証券 

有価証券のうち、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものについてはレベル１の

時価に分類しており、主に上場株式や国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていた

としても市場が活発でない場合、また相場価格に準ずるものとして観察可能なインプットを用いて

合理的に算定された価格（情報ベンダー等から入手した価格）等はレベル２の時価に分類しており、

主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託につい

て、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない

場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。証券化商品については、相場

価格に準ずるものとして合理的に算定された価格等によっており、その価格の算定にあたり重要な

観察できないインプットを用いていることからレベル３の時価に分類しております。 

自行保証付私募債は、保証形式及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場

金利に信用リスク等を反映した利率で割り引いて時価を算定しております。なお、破綻懸念先の自

行保証付私募債については、帳簿価額から個別貸倒引当金相当額を控除した後の価格を時価として

おります。これらについては、重要な観察できないインプットを用いていることからレベル３の時

価に分類しております。 

 

貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が

実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、保全率、期間に基づく区分

ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映した利率で割り引いて時価を算定してお

ります。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収

見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上

の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としており

ます。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていない

ものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定

されるため、帳簿価額を時価としております。 

これらについては、重要な観察できないインプットを用いていることからレベル３の時価に分類

しております。 

 



負  債 

預金及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお

ります。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを市場

金利で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、

観察可能なインプットを使用していることからレベル２の時価に分類しております。 

 

  借用金 

  残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。残存期間が１年超のものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元

利金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映した利率で割り引いて現在価値を算定しておりま

す。観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベ

ル２の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引、通貨関連取引等であり、取引所の価格、割引現在価値やオ

プション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

割引現在価値の算定に使用されるインプットは市場金利や為替レート等であり、観察可能なイン

プットを使用していることからレベル２の時価に分類しております。 

 

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

 該当事項はありません。 

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 
３年以内 

３年超 
５年以内 

５年超 
７年以内 

７年超 
10 年以内 

10 年超 

有価証券(*1) 144,375 136,286  123,356 81,476 43,195 107,222 
満期保有目的の債券 84,553 62,672  56,540 37,177 5,791 2,375 
その他有価証券のう
ち満期があるもの 

59,821 73,613  66,816 44,298 37,404  104,846 

貸出金(*2) 482,784 360,002 271,180 180,465 227,567 451,587 

合計  627,159 496,288  394,537  261,941 270,763 558,809 

(*1) 有価証券は、元本についての償還予定額を記載しているため、貸借対照表計上額とは一致して
おりません。 

(*2) 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない
24,761 百万円、期間の定めのないもの 31,750 百万円は含めておりません。 

 

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 
３年以内 

３年超 
５年以内 

５年超 
７年以内 

７年超 
10 年以内 

10 年超 

預金(*) 2,782,268 86,213 3,190 243 465 － 

譲渡性預金 176,762 － － － － － 

借用金 68,554 266,730 67,635 － － － 

合計 3,027,584 352,943 70,825 243 465 － 

(*) 預金のうち、要求払預金等については、「１年以内」に含めて開示しております。 

 

 

 

 

 



（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」が含まれております。 

 

１．売買目的有価証券（2023 年３月 31日現在） 

 当連結会計年度の損益に含ま

れた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ― 

 

２．満期保有目的の債券（2023 年３月 31 日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表

計上額（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

時価が連結貸借

対照表計上額を 

超えるもの 

地方債 31,900 31,903 3 

社債 20,151 20,365 213 

その他 4,565 4,577 12 

小計 56,617 56,846 229 

時価が連結貸借

対照表計上額を 

超えないもの 

地方債 170,889 170,095 △794 

社債 7,833 7,763 △70 

その他 13,960 13,656 △304 

小計 192,684 191,515 △1,168 

合計 249,301 248,362 △939 

 

３．その他有価証券（2023 年３月 31 日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表計 

上額(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表 

計上額が取得原 

価を超えるもの 

株式 9,201 4,474 4,726 

債券 75,926 75,177 748 

 国債 32,164 32,016 148 

 地方債 23,859 23,379 480 

 社債 19,901 19,782 119 

その他 20,093 19,772 320 

 外国証券 3,779 3,773 5 

 その他 16,314 15,998 315 

小計 105,221 99,424 5,796 

連結貸借対照表 

計上額が取得原 

価を超えないも 

の 

株式 1,487 1,636 △148 

債券 211,528 217,997 △6,469 

国債 55,908 58,549 △2,641 

 地方債 125,415 128,851 △3,435 

 社債 30,203 30,596 △393 

その他 92,332 100,787 △8,455 

 外国証券 14,792 14,977 △184 

 その他 77,539 85,810 △8,270 

小計 305,347 320,421 △15,073 

合計 410,569 419,846 △9,277 

 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 

 

 



５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2022 年４月１日 至 2023 年３月 31日） 

 売却額（百万円） 
売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 3,596 1,764 6 

債券 95,498 3,122 3,228 

国債  92,706 3,122 3,069 

地方債  2,792 － 158 

その他 75,218 739 2,353 

外国証券 56,916 171 1,948 

その他 18,302 567 404 

合計 174,313 5,626 5,588 

 

６. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると

認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を

当連結会計年度の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、215百万円（うち株式185百万円、債券30百万円）でありま

す。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合、時価が

取得原価に比べて30％以上50％未満下落したものから時価の回復する見込みがあると認められるもの

を除いた場合、また債券については発行会社の財政状態等も勘案したうえで、減損処理を実施してお

ります。 

 

（金銭の信託関係） 

 運用目的の金銭の信託（2023 年３月 31 日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含ま

れた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 2,000 ― 

 

（収益認識関係） 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

    （単位：百万円） 

区分 当連結会計年度 

（自2022年４月１日 

  至2023年３月31日） 

役務取引等収益 5,965 

  預金・貸出業務 3,107 

  為替業務 964 

  証券関連業務 95 

  代理業務 1,743 

  保護預り・貸金庫業務 54 

その他の経常収益 115 

顧客との契約から生じる経常収益 6,080 

上記以外の経常収益 39,704 

経常収益 45,785 

  （注）役務取引等収益は主に銀行業から、その他経常収益はその他業務から発生しております。 

    なお、上表の「上記以外の経常収益」、「経常収益」には企業会計基準第10号「金融商品に関す

る会計基準」及び企業会計基準第13号「リース会計基準」に基づく収益も含んでおります。 



（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額                5,069円83銭 

   １株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額    140円12銭 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 


